
予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費　　　
	事業名　災害時広域連携強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　危機管理部　防災課　防災企画係　電話番号：058-272-1111（内2746 ）

　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　３４８千円（前年度予算額：３４８千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	348
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	348

	要求額
	348
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	348


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
東日本大震災は、東北・関東地方の広範囲に甚大な被害をもたらす「超」広域災害となり、被災県及び近隣県のみによる応援体制では十分な対応ができないことが明らかになった。今後発生が予想される南海トラフの巨大地震等の大規模災害に備えるためには、近隣県との連携強化はもとより、同時被災の可能性の少ない遠隔県等との連携強化が重要であるため、平成23年11月に姉妹県の鹿児島県と災害時応援協定を締結し、連携強化を図った。

　今後は、鹿児島県との協定に基づく協力体制の推進を図るとともに、さらに他県との連携強化のための状況調査を実施する。
（２）事業内容

①鹿児島県との災害時応援協定締結に基づく取り組み

○平時の防災協力体制の構築

・防災訓練への参加、連絡会議の開催　

・備蓄物資の情報交換　など

②他県との連携強化のための状況調査及び打ち合わせ
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	333
	・防災訓練及び連絡協議会への参加（鹿児島県開催）
・南海トラフ巨大地震の影響が少ない地域の県等との打合せ

	需用費
	10
	・消耗品費

	役務費
	5
	・郵送料・電話代

	合計
	348
	

	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　同時被災の可能性の少ない遠隔県等と災害時応援協定を締結し、防災訓練への参加や連絡会議の開催等の平常時の取り組みを通じて連携を強化することで、今後発生が予想される「超」広域災害に備えた防災協力体制を構築する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	　遠隔県（鹿児島県）等との災害広域連携は、例年、互いの防災訓練へ参加し、防災協力体制のあり方について確認、情報交換することにより強化を図っているが、訓練参加について、回数を増やす等の数値指標を設定することは困難である。


（２７年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○鹿児島県との連携強化

「超」広域災害が発生に備え、同時被災の可能性が少ない両県で平成23年11月に協定を締結し、災害応急措置を迅速かつ円滑に進めるとともに、平時における防災協力体制を構築し、防災対策の実効性の向上を図ることとなった。また、H27.7.22に開催された鹿児島県・岐阜県知事懇談会において、連絡会議のテーマに「火山防災対策」を追加すること等を合意した。

※H27年度は鹿児島県での災害（火山噴火、豪雨）等により、総合防災訓練への相互参加は中止


（前年度の成果）

	・平成27年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（１）
鹿児島県との連携については、災害発生のためお互いの総合防災訓練への参加は中止となったが、両県知事懇談会等を通じ、災害時の相互応援に向けた連携強化を確認した。
（２）今後は、他の遠隔県等とも広域連携が図れるよう、状況調査を実施する。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	今後発生が予想される南海トラフ巨大地震等の大規模災害に備えるためには、近隣県との連携強化はもとより、同時被災の可能性が少ない遠隔県等との連携強化が重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	日頃コミュニケーションを図る機会が少ない中、訓練参加等を通じて定期的に交流を深め、連携を強化していくことは、非常に有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	防災訓練に相互に参加し、両県の災害対応の考え方や課題等を総合的に把握することで、効率的な連携強化を図っている。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
中部９県１市における相互応援協定のほか、鹿児島県と単独で災害時応援協定を締結しているが、「超」広域災害に備えるためにこれで十分ということはない。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　いつ発生してもおかしくない「超」広域災害に備えるため、今後も広域連携強化に向けた取り組みを行っていく。


